
[欧州]大学／公的研究機関による発明の事業化 

・2020年11月24日、「欧州の大学／公的研究機関による発明の事業化」を報告。 

・「欧州経済の回復」、「環境技術・デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の発展、推進」にはEPOの役割が重要との自覚。 

・大学／公的研究機関は欧州特許出願の約10%を占める(2019年)。その潜在能力を最大限に活用するための分析レポート。 

－ 2020年11月24日 欧州特許庁（EPO）レポート － 

1. UNI/PROsにとって、発明事業化の主たるツールが「特許」。

2. UNI/PROsにより特許出願された発明のうち、事業化済みの発明は
36%、事業化予定を含めると78%、と高い数値を示す（右図）。

3. 事業化手段は、ライセンス（70%）、協業（14%）、売却（9%）（下図）。

4. 協業パートナーは、大企業および中小企業が各40%。パートナーを
同国から選定すると事業が成功しやすい。南欧・東欧では他国の
パートナーが重要な役割を果たしている。

5. パートナーは、個人的ネットワーク（92%）、過去の研究仲間（71%）、
会議を通じた人脈（49%）、特許データベース（21%）、インターネット・
プラットフォーム（15%）などを介して選定されている。

■欧州の大学／公的研究機関（以下、”UNI/PROs”）による発明の事業化
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